大阪府造林補助事業に係る林業事業体の成績評定要領
  大阪府造林補助事業実施要領（以下「実施要領」という。）第４の７の(3)の規定に基づく､大阪府造林補助事業（以下「造林補助事業」という。）に係る林業事業体の成績評定の取扱いについては、実施要領及びこの成績評定要領の定めるところによる。
第１ 目的

この要領は、造林補助事業に係る林業事業体（実作業を行う者。以下「事業実行者」という。）の成績評定（以下「評定」という。）に必要な事項を定め、公正かつ的確な評定を実施し、森林整備の品質確保、効率的な事業実施、事業実行者の育成等に資することを目的とする。

第２ 補助事業

１　評定の対象

評定の対象は、大阪府造林事業検査要領（以下「検査要領」という。）に基づき現地検査を実施する施行地のうち、事業実行者ごとに無作為に１箇所以上抽出したものについて行う。

ただし、森林所有者が自己所有林で自ら施業を実施した場合は評定の対象としないとともに、農と緑の総合事務所長が必要がないと認めたものについては、評定を省略することができる。

２　評定者

評定者は、検査要領に基づく検査員とする。

３　評定の方法

評定は、１に定める評定対象の事業実行者を単位として、造林補助事業成績評定表（別記様式第１号。以下「評定表」という。）により、別紙に定める造林補助事業成績評定基準に基づいて行うものとする。

４　事業実行者からの自己申告（セルフチェック）

事業実行者は（事業実行者が事業主体と異なる場合にあっては、事業主体を通じて）、事業完了後、検査実施時までの間に、事業地において実施した安全対策、創意工夫等の取組状況及びその成果等を記載したセルフチェック（別記様式第２号）を提出できるものとする。

第３ 評定の時期等

１　評定の時期

評定は、対象事業の検査を実施した後、速やかに実施するものとする。ただし、これによりがたい場合は、農と緑の総合事務所長が別に定めるものとする。

２　評定の通知等
(1) 評定者は、評定を行ったときは、速やかに評定表を農と緑の総合事務所長に提出するものとする。

(2) 農と緑の総合事務所長は、評定表を審査の上、必要に応じて修正し、速やかに事業実行者に対して森林整備事業評定通知書（別記様式第３号）により評定結果を通知するものとする。

(3) 農と緑の総合事務所長は、評定結果について、年度ごとに森林整備事業成績評定一覧（別記様式第４号）に取りまとめ、森づくり課長に報告するものとする。

３ 評定内容の説明等

(1) ２の(2)の通知を受けた者は、通知日の翌日から起算して14日(｢休日｣を含む。)以内に、書面により、評定結果を通知した所属長に対して、評定の内容についての説明を求めることができる。

(2) 農と緑の総合事務所長は、(1)の説明を求められたときは、評定表を審議の上、必要に応じて修正し、速やかに書面（別記様式第５号）により回答するものとする。

(3) (2)の回答を受けた者は、評定の内容についての説明に不服がある場合は、回答を受けた日の翌日から起算して14日(｢休日｣を含む。)以内に、書面により、森づくり課長に対して再説明を求めることができる。

(4) 森づくり課長は、再説明を求められたときは、(2)の規定を準用するものとする。この場合、「農と緑の総合事務所長」は「森づくり課長」と読み替えるものとする。

(5) 農と緑の総合事務所長は、２の(2)の通知又は(2)の回答に当たっては、(1)から(4)までの事項について、事業実行者に周知するものとする。

４　その他

この要領に関し必要な事項は、森づくり課長が別に定める。

附　則

この要領は、平成25年度事業から適用する。
この要領は、平成27年７月１日から施行し平成27年度事業から適用する。

この要領は、平成29年４月３日から施行し平成29年度事業から適用する。
（別紙）
造林補助事業成績評定基準

第１ 評定項目及び評定者

事業別の評定は、次に掲げる考査項目について、正確な資料及び監督又は検査により確認した事項に基づき、現場の条件等を勘案の上、評定者が行うものとする。

	考　査　項　目
	評定者

	項　　目
	細　　別
	竣工検査員

	１ 実行体制
	① 現場監督
	○

	
	② 社会保険料等
	○

	２ 出来形・品質
	① 出来形・品質管理
	○

	
	② 出来映え
	○

	３ セルフチェック

（加点のみ）
	① 安全対策
	○

	
	② 創意工夫等
	○


第２ 評定方法

１　評定については、造林補助事業成績採点表（様式第６号－１）で行い、造林補助事業成績採点の考査項目別運用表（様式第６号－２。以下「運用表」という。）で該当する事項に基づく加減点を記入するものとする。

２　評定点は、運用表により採点した各考査項目の加減点の合計を、基準点（60点）から加減した値とする。

なお、評定と検査は異なるものであり、検査が合格となる場合であっても評定結果が60点未満となることはあり得ることに留意すること。
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